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The initial American Program for Educational Reforms in early Occupied Japan,1945-46,was an
 
outgrowth of considerable wartime thinking about elimination militarism in defeated Japan and the
 
strengthening of liberal and democratic tendencies. The planning was aimed at ideological reor-
ientation of the Japanese. As such the initial guidelines and policies drew upon the talents and
 
attitudes, and expertise of postwar planners in the State, War and Navy Departments and also
 
specialists of the Office of Strategic Services and Office of War Information. Education and re-
education,in real sense,were to be a sort of democratic thought control,and it was utilized services
 
of like-minded Japanese.
On the question of leadership in reform and permanent change, they convinced of existence of
 
anti-militarism and anti-fascism,seeing them in religions,trade union,intellectuals,and women.
This paper aims to clarify why and how they agree to stress the value of higher education for women
 
and greater use of women teachers,and to recommend introducing both the equal opportunity for
 
women and coeducation system into Japanese school in the most important educational reform
 
program in the U.S.government.
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 1 問題の所在
明治以来、革新的な少数の教育論者や文部省当局によってしばしば計画され、討議されてきた、
男女共学の原則による教育機会の平準化、女子に対する大学の開放や女子大学の設置等は、占領下
における新学制の実施によって制度的に一挙に解決し実現された。本論文は、戦時期から占領前期
（学制改革期）における男女共学化過程をジェンダーの視点から考察し、当時の男女平等教育政策
の特質を明らかにすることを目的とする。
ここで戦時期から占領前期に時期を限定する理由は、占領前期における学制改革が、「非軍国主義
化」「民主化」「教育の機会均等化」を中心理念として男女共学の原則を打ち出した米国の占領計画
と第一次米国教育使節団報告書（1946年 4月 7日）に基づいて実施されたことによる。占領後期の
1951年 4月には、第二次米国教育使節団報告書が提出されたが、その内容は、第一次米国教育使節
団報告書では否定的であった「道徳及び精神教育」や「熟練した技術者養成のための職業教育」を
補足して勧告しており、前者とは強調点が著しく異なっている。また、「社会教育」の章では、「極
東における共産主義に対抗する最良の武器のひとつは、日本の啓発された選挙民である」といった
教育投資論的論調に見られるように、米国の対日占領政策の転換が教育面で現れており、時代を区
分する必要がある。このような占領後期における米国の「経済自立化政策」は日本によって受容さ
れ、やがて経済復興を名目とする合理化政策、女子労働者の首切り、女子の特性教育へと変化する
こととなる。
我が国では、1970年代の女性学の台頭や 1975年の「国際女性年」を経て、ジェンダーの視点から
男女平等教育を検討する研究に対する関心が高まり、女子教育史研究が盛んに行われるようになっ
た。「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」が批准・発効された 1980年以降の、
占領前期における男女共学化をめぐる先行研究は、占領期の男女共学の理念とは男女の教育機会の
均等を意味しており、そこには特性教育が内包され、性差別を解消するという理念が欠落していた
とする点で基本的に一致している。
安川寿之助は、教育基本法第 5条に掲げられた「・・・教育上男女の共学は認められなければな
らない」という条文は、男女共学を自明の原理として認めていない点で不徹底であるとしている。
そして、この条文に落ち着いた要因は、文部省や教育刷新委員会の意向が第一次米国教育使節団と
民間教育情報局（Civil Information and Education Section,以下 CI&Eと略記）特に女性担当官の
意向に押さえ込まれて、男女共学の規定が教育基本法に導入されたことにある。しかも、CI&Eが依
拠した第一次米国教育使節団報告書の内容は、古典的＝18世紀的民主主義の原理を前提とした第一
次女性解放運動の成果のレベルであったこと、CI&Eの男女共学論者は同時に女子大学存続論を擁
護する立場にたっており、その主張が男女平等教育の理念と矛盾しいることを自覚し得ない時代的
制約のもとにあったとしている。したがって、「第 5条の不徹底性は、当時の日本の特殊的な歴史事
情によるものというよりは、近代社会そのものの性差別的女子教育論に本質的に規定されていた」
ことによると結論づけている。??
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広瀬裕子は、「教育基本法第 5条に集約された当時の男女共学の理念は、性の違いによって教育機
会を差別しないということであり、その理念を現実的な財政的節約の必要という視点から構想した
制度が男女共学制である」としている。そして、共学化の現実的理由である財政的節約は教育にお
ける男女差別の問題を包摂する概念ではないために共学化への直接の原動力となりえなかったこ
と、理念的理由である教育の機会均等も制度面における男女の同等の取り扱いと同一の教育内容を
保障するものであって実質的な内容を問うものではなく形式的原則であり、さらに、女子に対する
教育観も地域の人々の生活の中に根付いている特性に基づいた女子教育観から大きな影響を受けた
ことから、今日の学校教育に見られる特性教育は戦後学制改革期に提示された男女共学化の路線上
に位置づくものである、としている。??
これに対して、橋本紀子は、これらの議論は、男女共学を教育の機会均等、教科課程の問題とし
てのみとらえているとして反論している。すなわち、戦後の男女共学制採用に際しては、良妻賢母
を指導理念とする女性差別の「女子教育」を打破する方向性を提示した、小泉郁子などの戦前日本
の共学運動も関わっていたが、戦後の男女共学制はそのことの意味を議論することなく実施された
ために、法的平等は達成されても、戦後新設された家庭科や社会科が社会的な男女不平等を科学的
に認識し、克服する教科として機能しなかったとしている。そして、戦前には、ブルジョワ的な原
理としての男女別学が新しい原理として台頭しつつあったが、それに対抗する男女共学論や男女共
学運動が大衆的な規模で現実的な意味を持ってくるのは 1970年代以降のことであるとしている。??
広瀬や橋本の研究にみられるように、男女共学を歴史的に検討した研究は、男女共学を規定して
いる教育基本法第 5条の成立過程や、共学の実施状況、そこでの問題点を考察したものがほとんど
であり、多少の違いがあっても男女共学の実現を教育上の性差別からの解放ととらえ、その歴史的
意義を評価するという視点にたつものが多かった。これに対して、小山静子は、男女共学が実現さ
れた今日においても性差別は解消されていない現状をふまえ、教育刷新委員会の審議記録をもとに、
男女共学をめぐる当時の人々の認識枠組みをジェンダーの視点から分析し、男女共学の教育や男女
共学論に潜むジェンダーのありようを歴史的に次のように明らかにしている。すなわち、男女共学
は民主主義の原理であると考えていた GHQに対して、日本側にとっては男女共学の優先課題は教
育機会と教育水準の男性並化であったこと、男女の特性を認めた上で共学こそがそれらを学ぶ場で
あるとしたこと、このようにジェンダー観を継承しつつ共学教育を行っていくには、女子には「平
等教育」と「女子向きの教育」が必要であり、共学教育は、あるいは男女「平等」教育は、その発
足当初において、ジェンダーとは無関係で中立的なものであるようにされながら、実は男子を主眼
において構成された、男子生徒により親和性があるものであった、としている。??
占領期における学制改革と男女共学に言及したこれらの研究の多くは、主として、日本側の資料
に基づいておこなわれており、占領政策については憶測の域を脱していない。??筆者は、戦時中から
米国政府内で検討されてきた占領教育政策文書、男女共学を勧告した第一次米国教育使節団報告書
と 4人の女性団員の文書、CI&E教育課の女子教育担当官の文書に基づいて、なぜ男女平等教育・男
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女共学が占領教育政策の一環として位置づけられるに至ったか、また、誰によってどのように実施
されたかを考察し、占領期日本における女子教育改革・男女共学政策の成立過程の解明に新たな光
を当てようとするものであるが、本稿では、その 1として、戦時期から戦後に至るアメリカ合衆国
における占領教育計画立案過程を検討し、占領政策としての男女平等教育・男女共学がどのように
位置づけられていたかを明らかにする。
2 戦時期アメリカ合衆国の日本教育改革構想―男女平等教育政策の起点
1945年から 46年に実施された米国の初期の占領教育計画は、日本における軍国主義を除去する
とともに自由で民主的傾向を助長するという戦時中の考え方をもとに発展したものであり、ドイツ
ナチズムの破壊と攻撃的なイデオロギーに対して永久的な安全を達成するための方策についての米
国政府内で行われた議論と密接な関連をもっていた。したがって、この計画は、日本人のイデオロ
ギー的な再方向付けを目的として、（1）日本の学校と教育行政機関の改革（2）民主主義思想を普及
するためのメディアの報道と表現の管理（3）生徒と教師だけではなく一般の成人の再教育を内容と
していた。しかも、ここでの教育と再教育は、巧妙に分離しておこなわれ、自由主義的・民主主義
的な意見をもった日本人を活用することを基本方針とした、実際には、被占領国日本における民主
主義思想による思想統制の一形態であったといえる。??米国政府の教育情報計画とその背景とな
る基本的な考え方を熟知していたマッカーサーは、占領が開始された 1945年の秋に、いち早く民間
情報教育局（CI&E）を設立して、これらの計画を実行に移したのである。
では、GHQの男女平等教育政策はいつどのような目的で構想されたのであろうか。なぜ男女共学
が占領教育政策の一環として位置づけられたのであろうか。本章では、男女平等教育政策のルーツ
を探るために、戦時期米国政府内における教育改革構想の展開をみてみよう。
2―1 戦時情報局（OWI）と戦略局（OSS）における初期の日本教育研究
日本の占領下における教育改革計画は、戦時中から、アメリカ合衆国政府内でさまざまな形で構
想されていた。すでに 1943年から 44年にかけて、戦時情報局（Office of War Information, OWI）
では、占領計画ではないが、日本軍の兵士の志気を評価する目的で、日本の教育に関する最初の包
括的な文書、「日本における教育：その全般的背景」（“Education in Japan: General Background”）
（1943年 11月 30日)と「日本における教育：教育課程と教育方法」(“Education in Japan: Curricu-
lum and Pedagogical Methods”)(1944年 1月 10日)が、T・A・ミヤカワによって作成されていた。
この文書は、日本の小学校では、その教育課程や教育内容が文部省によって管理され、大衆心理に
よって支配されやすい個人を作り上げていることを指摘するとともに、男女共学が行われているの
は初等教育のみであることに言及している。??
ほぼ同時期に、教育計画としては最初の報告書『日本の行政・文部省』（“Japanese Administration:
Ministry of Education”)（1944年 3月 6日）が、戦略局（Office of Strategic Services,OSS）におい
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てまとめられた。戦略局は、1942年に、陸軍省と統合参謀本部に貢献する目的で設立された秘密諜
報機関で、日本の政府機構に関する組織的分析が調査分析部（Research and Analysis Branch, R&
A）において進められていた。極東通の若い女性研究者 F・A・ガリック（Frances Anderson
 
Gulick）??が執筆し、上司の承認を得たこの報告書は、（1）「文部省活動の重要性」（2）「行政機構」
（3）「占領下の教育統制」の 3部から構成されており、戦前日本の教育行政と文部省の役割を分析
したのちに、中央集権化された文部省の行政機構を利用することが占領政策を遂行する上で効果的
であると提案している。1944年 6月 23日に、報告書の第 3部「占領下の教育統制」を削除した残り
の全文が、『民事ハンドブック 日本：第 15 教育』(Civil Affairs Handbook,Japan: Section 15
 
Education）として陸軍省民事部によって編集され、占領を担当する軍政要員用の教科書として、ま
た、占領政策の基礎的な資料として広く活用されることとなる。??そして、ここで示された基本的な
考え方は、「占領期間中に文部省の置かれた位置と役割を象徴的に暗示するものであった」???のであ
る。
ここでは、女子教育政策はどのように取り扱われていたであろうか。『民事ハンドブック 日本：
第 15 教育』の内容を見てみてみると、具体的に教育の非軍事化・民主主義化の方針を掲げている
が、どこにも女子教育政策についての言及はない。ところがどうだろう。同じ『民事ハンドブック』
の「日本：第 1 地理的社会的背景」では、「文化的特徴」という章において、日本における戦前の
男女の差別的な関係がつぎのように記述されている。すなわち、日本人が男性支配に固執するのは
家族制度の産物であり、このような封建的伝統の中で日本女性が最も強く要求されるのは従順さで
あると指摘している。そして、時にはアメリカの母親のように日本の母親が子どもに強い道徳的な
影響を及ぼすことがあっても、それは性格によるものであって権威によってではないとしている。???
また、教育制度に関しては、男子生徒と女子生徒は別々の学校に通っており、実験的に共学制がと
られている少数の学校でも男女は同じ教室で授業を受けることはない、と学校教育の別学制を特徴
としてあげている。さらに、7歳のときから男女は厳格に分けられており、日本人にとって男女共学
など男女が一緒に行動することは危険な状況をつくりだすものであるとされ、保守的な人びとには
不道徳とみなされると述べているのである。???このことは、当時の教育政策立案者の頭には、米国と
は異なっていると認識された戦前の日本の男女の差別的関係性を変えるための教育制度の改革とい
うアイディアはまだ浮かんではいなかったことを示している。???
2―2 国務省の教育計画案「日本・軍政下の教育制度」（PWC-287）
このように、戦後日本の教育改革についての検討が米国政府部内のさまざまな部署で行われてい
たが、対日教育政策立案の中心となったのは国務省である。1943年 10月 20日、国務省内に関連部
局間の意見調整をはかるため、部局間極東地域委員会（Inter-divisional Area Committee on the Far
 
East, これは極東地域委員会 Far East Area Committee, FEACともいわれ、部局間国及び地域委
員会 Country and Area Committee, CACのひとつである)が、さらに 44年 1月、国務省の最高立
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案機関として戦後計画委員会（Post-War Programs Committee, PWC）が設立され、ヒリス・ロー
リ （ーHillis Lory）の草案「日本：軍政下の教育制度」（“Japan:The Education System under Military
 
Government”）（1944年 7月 1日提出）について審議が重ねられた。???10月、そこに、クエーカー教
宣教師の息子として東京で生まれ育った人類学者で、後に米国教育使節団でも大きな役割を果たす
ことになる国務省文化協力課のゴードン・T・ボールス（Gordon T.Bowls）が、日本教育問題専門
家として議論に加わることになる。11月には、戦後計画委員会（PWC）は軍政下における教育改革
の是非をめぐる根本的な問題を議論し、日本の教育制度の永続的・全般的改革は日本人によって行
われなければならないこと、強制は最小限にとどめることが望ましい、とする占領政策の基本とな
る提案を行った。
2―3 国務・陸軍・海軍三省調整委員会（SWNCC）の占領教育政策
2―3―1 ボールス草案「日本教育制度」（SWNCC-108）と男女平等教育
前述のように、国務省が部局間極東地域委員会（FAEC）や戦後計画委員会（OWC）で対日教育
政策を検討する一方で、陸軍省と海軍省は、統合参謀本部 JCSの統合戦後委員会(Joint  Postwar
 
Committee)において政策検討の作業を進めていたが、戦争が終末に近づくにつれ、三省間の調整体
制の確立が要望されるようになった。そこで、1944年 12月、国務省・陸軍省・海軍省の三省の意見
を統合する国務・陸軍・海軍三省調整委員会（State-War-Navy Coordinating Committee,SWNCC）
が米国の最高政策決定機関として設置され、その下部機関である極東小委員会（Subcommittee for
 
the Far East,SFE）が対日占領政策を担当することになった。
国務・陸軍・海軍三省調整委員会（SWNCC）は、1945年 4月 18日、「極東における政治的・軍
事的諸問題、降伏後の日本帝国の軍政・教育制度（SWNCC-108）」（“Politico-Military Problems in
 
the Far East:The Post Surrender Military Government of the Japanese Empire:The Education
 
System”）を承認し、国務省に対して、軍政は日本教育制度の包括的な改革制度を実施すべきか、あ
るいは改革に責任を負うことができる自由主義的な日本人の出現を待つべきかという主題に関して
対日教育改革文書の起草を命じたのである。
これを受けて、国務省は、ゴードン・ボールスの担当のもとに、教育改革の草案づくりをすすめ、
期限の 1945年 7月 30日に極東地域委員会に提出した。ボールス草案「日本教育制度」は、基本的
には、日本に潜在する自由主義者の存在を重視する国務省地域委員会の初期の文書を引き継いでい
るが、以前の勧告にはなかった、性別・階層に関係のない平等な教育機会の拡大を、教職員の追放、
教育行政の地方分権化、中等・高等教育の拡大等の項目とともに新たにつけ加えており、男女の教
育機会の平等を教育政策のひとつとして取り上げた最初の文書として注目に値するものである。???
すなわち、具体的に、草案の第 3部「軍政下における教育制度の開始」の中で、「軍政によって開始
される特定の諸改革」として、「すべてに対する教育機会の均等：民主主義的制度の発展を奨励する
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ために、軍政は、両性にたいする同一の教育機会の要求を創り出す努力をすべきであり、・・・」???
と記述している。
このとき既にポツダム宣言が発表されており、また予想以上に早く日本が降伏したため、ボール
ズ草案の検討は戦争終結後の 9月 21日の地域委員会まで留保されることとなった。その後日本人の
再教育に関する特別委員会での修正を経て、のちに基本的な重要文書、SWNCC―108シリーズ（「日
本教育制度の改訂のための政策」）として形成される。修正された文書には、「現存の教育制度『変
更（modification）』のための勧告」のほかに、「より広範囲の『改革（reform）』の勧告」が加えられ、
そこでは、「平等の教育機会」、「女性教員への信頼の重視」、「高等学校及び大学における男女共学」
の項目が掲げられている。???
さらに、この文書には、著名な教育者集団が早い段階に日本を訪問し、日本の教育改革の立案と
実施に関して CI&Eに助言すべきであると記されており、この勧告はのちに第一次米国教育使節団
の派遣として実現される。???
2―3―2 ボールス草案とドイツ再教育計画案との関係
周知のように、1945年 5月 8日、連合国軍に対して無条件降伏したドイツは、「ヤルタ会談」の決
定に基づいて、米、英、仏、ソ連の 4カ国に分割され、各地区の占領政策の調整のために設置され
た連合国管理理事会（Allied Control Council）によって統治されていた。10月 1日には、連合国管
理理事会の統治機構の米国代表として、また米国占領地区の軍政管理を監視する目的で、ドイツ占
領軍政部（Office of Military Government for Germany）が設置された。この間、国務省は、民間人
の協力を得て、諮問委員会（Advisory Committee on German Re-education）を発足させ（1945年
5月）、米国占領地区におけるドイツ人の再教育に関する政策指令案づくりをおこなっており、その
諮問委員会に、日本人の再教育に関する同種の委員会を設置するために、ボールスを非公式の資格
で参加させていた。6月 2日、諮問委員会は、のちに米国政府のドイツに対する教育政策の基本方針
となる草案をマックリッシュ（Archibald MacLeish）国務次官補に提出した。この草案には、「永久
的なドイツ文化の改革がドイツ人自身によって展開され、維持されてはじめて達成できるものであ
る」としたうえで、ナチズムによって抑圧された家族、とりわけ女性、教会、労働組合、福祉団体
のメンバーがその担い手となりうると記されており、???再教育の権限を行使する責任あるドイツ人
として、「女性」が挙げられているのである。
このようなドイツ人再教育に関する諮問委員会のアプローチは、ボールス草案の第三部の内容と
類似していた。しかも、後述の通り、ボールス草案が審議過程を経て、「日本教育制度改定のための
政策」として形成される段階で、女性が再教育の対象として明示されるだけではなく再教育の担い
手として重要であることを強調した文案に書き換えられているのである。このことから、ボールス
が日本の女子教育改革を発案した背景には、ドイツ人再教育諮問委員会に参加した経験があり、そ
こでの議論を踏襲したと推測される。???
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 2―3―3 「日本人の再方向づけのための積極政策」（SWNCC-162/D）と男女平等教育
SWNCCの極東小委員会（SFE）は、1945年 6月 11日、対日初期占領政策の第一次案「敗北後に
おける米国の初期対日方針」（“U.S.Initial Post-defeat Policy Relating to Japan”)をまとめた。その
中で、日本の軍国主義・超国家主義を排除するための日本の教育制度に対する管理の確立を要求し
ており、その方策として軍事教育の禁止と民主主義的観念の発達を可能にする政策が含まれていた
が、教育に関してはこれだけの簡単な表明にとどまっていた。???
これを不満として、ボールス草案が提出される直前の 7月 19日、SWNCC海軍省代表A・L・ゲー
ツ（A.L.Gates）は「日本人の再方向づけのための積極政策」???を提出した。ゲーツは、この文書
において、日本占領の中心的な課題は、日本が国際的な安全に対する脅威にならないようにするこ
とであり、日本人の一定のイデオロギーや精神構造を変化させるための再教育の総合的な計画を作
成することが必要であると提案した。そして、教育の概念を、学校教育を越えて、日本人全体の再
教育に拡大して再構成し、あらゆる媒体を通して宣伝心理戦争を平時に継続することを主張した。
さらに、女性に対する平等の教育機会の保障を新しい要素として再教育計画に付け加えることを提
案している。この文書は国務省の極東地域委員会での審議に付され、ここに表明されているゲーツ
の考えは価値あるものであるが、軍政にあまりにも重点が置かれ、自由主義的な日本人に委ねると
いう国務省の基本的な改革方式をはるかに超えており、実行するにはあまりにも野心的すぎるとい
う結論に達した。その後、ボートンとボールスによって文書改訂が行われ、SWNCCの極東小委員
会（SFE）に提出されたが、その時点では審議されることはなく、日本のポツダム宣言受諾の動向が
明らかになるまで延期された。
3―1 戦後の SWNCC（国務・陸軍・海軍三省調整委員会）による対日占領教育政策の決定
3―1―1 「日本人の再方向づけのための積極政策」（SWNCC-162）の審議の継続
前述のように、日本のポツダム宣言受諾が予想外に早かったことから、戦争終結後、マッカーサー
に通達された「降伏後における米国の初期対日方針」（SWNCC-150/3）（8月 22日）に基づいて、
占領方式が直接統治から間接統治に変更された。これにともない、1945年 8月 31日の SWNCCの
会議において、日本人の再方向づけに関する包括的な報告書作成が極東小委員会（SFE）に委ねられ、
この問題について政府内外の有力な見解を求めることが決定された。極東小委員会（SFE）は、日本
人の再方向づけに関する特別省庁間委員会を発足させ、ライシャワーなどの著名な日本人専門家を
招いて審議を継続した。
1946年 1月 7日、SWNCCは極東小委員会（SFE）から提出された「日本人の再方向づけ」（SFE
-116/6）に基づいて「日本人の再方向づけのための積極政策」（SWNCC-162シリーズ）に関する審
議を再開し、1月 8日これを承認し（SWNCC-162/2）、2月 13日にアメリカの正式な政策として決
定した（SWNCC-162/4）。その内容はゲーツの覚書を踏襲して、日本人の再方向付けは、定型化さ
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れた教育あるいは教育制度の単なる改革に限定されるべきではないとした。日本人の心にまで影響
を及ぼし、民主主義的な心性を創出するために、SCAPはあらゆる分野における信頼しうる日本人
（女性を含む）を通じて、間接的に日本人民に接近すべきであり、そのような日本人にはそれらの
目的を達成するにふさわしい地位と助言、援助、指導が与えられるべきである。SCAPはすべての
情報媒体を利用し、その方法は教訓的であるというよりはむしろ説得的でなければならない。また
再方向付けには、情報、教育、宗教の情報路を通じて行われるべきであるとしている。???
3―1―2 「日本教育制度の改訂のための政策」（SWNCC-108）の審議の継続
一方、留保されたボールス文書「日本の教育制度」は 1年近く SWNCCにおいて審議されること
はなかった。それは前述の「日本人の再方向づけのための積極政策」（SWNCC-162）文書に優先性
が与えられてきたためである。作業グループによって作成された「日本教育制度の改訂のための政
策」（SFE-135）が極東小委員会（SFE）で検討され、修正後 SWNCCに提出されたのは翌年の 1946
年 8月 27日で、9月 5日、SWNCCはこれを承認した（SWNCC-108/1）。重要なことは、「教育制
度の改訂の政策」立案が、日本人再教育計画の一部分として位置づけられたことである。すなわち、
参照すべき先行政策文書は「日本人の再方向づけのための積極政策」文書であり、その具体的指針
は米国教育使節団報告書である。その意味では、「日本教育制度の改訂のための政策」文書は、米国
教育使節団報告書に基づいて SCAPが進めている教育改革を正当化していくという性格をもった
文書である。???
さらに、「日本人の再方向づけのための積極政策」と「日本教育制度の改訂のための政策」のいず
れの文書も、教育の受け手としてだけではなく、担い手としての女性の役割の重要性について言及
しており、再教育・民主化政策の一環としての女子教育の振興を米国の対日教育政策の基本に位置
づけていたことを示しており、ジェンダーの観点から注目すべき点である。
では、修正された「日本教育制度の改訂のための政策」文書の中で女子教育の振興政策は具体的
にどのように扱われているかみてみよう。
この文書は、討論、結論、勧告の三部から構成されている。ここでは、女子教育・男女平等教育
の項目を中心に抜粋することとする。（下線：筆者）
討論
（1）教育制度に関する全般的説明
イ、国家主義的目的を促進するための硬直性と画一性、
ロ、教育制度の主要な欠陥と反動的哲学
①女子の低い知的水準
小学校後の高等女学校における低水準および“良妻賢母”になる訓練に主要な力点を置く
ために、女子たちは、高級官吏や民間企業の高級な地位に就く機会を、実際にはもたなかっ
たのである。
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②経済的および社会的制限
③男女両性に対する教育は、官憲主義的であって、自由主義的ではなかった。・・
④国家主義的利益のための思想統制
ハ、民主主義的教育のための潜在的指導者の源泉
ニ、戦争期間中の国家主義的統制の増大
（2）日本の降伏以後の教育における主要な発展
イ、学校の非軍事化
ロ、国家神道の廃止
ハ、教育課程と教科書の改訂
ニ、民主主義的特権の認可
ホ、男女共学の拡張
女子は男子と平等の基礎にもとづいて、大学に入学を許可され、そしてすべての学校段階
で、教育機会を平等にし、そして共学の大学に加えて、男子の大学と同等の独立の女子大学
を創設するプランが作られつつある。
へ、成人教育
ト、私立学校の奨励
チ、自由な出版への奨励
リ、合衆国からの教育使節団
ヌ、文部省の活動
（3）限界のある改革の進捗
結論
イ、日本の教育制度から、すべての軍国主義的、超国家主義的およびその他の反対すべき観念、
職員および教材を排除している、現在の努力は継続されるべきである。・・・
ロ、個人の尊厳と価値、独立の思想と自発性、そして学問における科学的態度が重視されるべ
きである。・・・
ハ、時事問題、世界問題およびこれらの主題に関する教科を含む国際的協力は、教育制度の欠
くことのできない部分とされるべきである。・・・
ニ、教員の数を増加させたり、学級の生徒数を縮小したり、義務教育の期間を拡大したり、ま
た適切なところでは、共学を促進したりして、教育の質を改善する努力がなされるべきであ
る。・・・
ホ、日本の青年は、多様な職業訓練のための機会、十分な体育とスポーツ、そして、これらや
その他の類似の目標にとって適切な組織が用意されるべきである。・・・
ヘ、性別、社会的地位に関係なく、平等な教育機会がすべてのものに与えられることが、第一
の目標であるべきである。・・・
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ト、成人教育は適切な便宜と情報媒体の利用によって促進されるべきである。
チ、過去における師範学校教育の画一化された性質、また、限界のある性質の矯正手段として、
そして、占領軍の目的と一致した目的と技術を身につけた教員を供給するために、師範学校
の再編成および民主主義的な原則を教えるのに役立つもっとも有能な教育を擁する、教員養
成機関の設置に特に重点が置かれるべきである。・・
リ、実行可能なところはどこでも、教育制度の管理は地方分権化されるべきである。・・・
ヌ、文部省は、この文書に述べられている政策と矛盾する性質の事項を排除するために、再編
されるべきである。・・・
ル、幼稚園から大学に至るまで、自由主義的性格の、私立の教育機関を増加させるために政府
および民間両者の財源からの援助、そして、可能なところはどこでも、財政的および他の援
助がなされるべきである。・・・
オ、日本と民主主義国家間での研究、教育家、教育方法および教材の交流が奨励されるべきで
ある。・・・
ワ、教育協会、父母と教員の会の組織化と再方向付け、そして日本国民に、民主主義的日本に
おける教育の方向に重大な変化が生じていることを気づかせることに援助を与えることが奨
励されるべきである。・・・
カ、この文書に枚挙された政策を遂行するに際して、教育改革は、国民の社会的、経済的、政
治的生活における改革と密接な関係を持つべきであり、そして、教育目的のために充当され
る資金は、民主主義的および平和愛好の日本の創造における、教育の最重要性と匹敵するほ
どの額でなくてはならない。
勧告
この文書は、SWNCCによって承認されたあと、国務省によって極東委員会 FECの合衆国代表に
送達されること。その際、この文書の内容が、この主題に関する政策決 定に導 入される目的で、
FECに提案される、という訓令がなされること」???
米国政府の戦後教育改革構想の形成過程をたどってきたが、ここからは日本人の再教育のための
教育改革の必要性が強く意識されていたこと、軍国主義・国家主義教育の除去と教育の民主化が基
本方針として掲げられ、具体的な政策プランや手引書にしたがって軍事要員が養成されていたこと
が明らかになった。そして、戦前の日本における男女の差別的な関係や教育機会の不均衡が軍国主
義を生み出す原因の一つであり、民主主義に反するという認識が政策立案者によって受容され、男
女の教育機会の均等と男女共学の方針が日本人の民主化のための再教育政策と結びついていったの
である。
しかしながら、久保義三の指摘の通り、アメリカの占領は、日本を再び日本の脅威にさせないと
いう軍事的側面を併せ持っており、教育政策はそのような戦略的目的のために利用された側面を持
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つ。男女平等教育には、民主主義化の徹底を目的とする公式的教育政策と戦略的教育政策が共存し
ていたことも見落としてはならない。このことについては稿を改めて述べることとする。
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